
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所

事
故
を
契
機
に
、
国
内
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
の

低
迷
や
電
気
料
金
の
上
昇
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

の
高
止
ま
り
が
起
こ
る
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
は
大

き
く
変
化
し
て
い
る
。
現
在
、
国
の
審
議
会
で
は
、

こ
う
し
た
情
勢
変
化
や
中
長
期
的
な
課
題
な
ど
を
踏

ま
え
、
２
０
３
０
年
度
に
向
け
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
の
改
定
、
さ
ら
に
は
２
０
５
０
年
を
見
据
え
た

議
論
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、
こ
の
シ
リ
ー
ズ
で
は
、

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
と
と
も
に
、
電
気
事
業
の

現
状
や
課
題
な
ど
に
つ
い
て
解
説
し
て
き
た
。

最
終
回
と
な
る
今
回
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基

本
的
視
点
で
あ
る
Ｓ（
安
全
性
）＋
３
Ｅ（
供
給
安
定

性
、
経
済
性
、
環
境
性
）を
中
心
に
、
こ
れ
ま
で
の

主
要
な
論
点
を
振
り
返
る
と
と
も
に
、
今
後
の
電
気

事
業
を
考
え
る
う
え
で
の
ポ
イ
ン
ト
や
方
向
性
な
ど

に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

国
際
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
と

わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造

新
興
国
の
人
口
増
や
経
済
成
長
が
け
ん
引
す
る
か

た
ち
で
、
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
市
場
は
拡
大

し
て
お
り
、
現
在
約
２０
兆
kWh
の
市
場
は
２
０
３
０
年

に
は
１
・
５
倍
の
約
３０
兆
kWh
と
な
る
見
通
し
も
あ
る
。

こ
う
し
た
状
況
の
も
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
に
限
り

が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
今
後
は
国
家
間
で
獲

得
競
争
が
激
化
す
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
が
、
日
本

は
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
ほ
と
ん
ど
を
輸
入
に
頼
っ
て

お
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
上
、
極
め
て
脆

弱
な
構
造
と
な
っ
て
い
る
。
特
に
、
東
日
本
大
震
災

以
降
は
、
原
子
力
発
電
所
が
停
止
し
た
こ
と
で
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
が
さ
ら
に
大
き
く
低
下
し
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
諸
国
の
な
か
で
２
番
目
に
低
い
水
準
と
な
っ
て

い
る
。

ま
た
、
日
本
が
輸
入
し
て
い
る
資
源
の
な
か
で
も
、

原
油
の
８０
％
以
上
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ（
液
化
天
然
ガ
ス
）の
約

２４
％
は
中
東
に
依
存
し
、
と
り
わ
け
、
原
油
の
中
東

依
存
度
は
１
９
７
０
年
代
の
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
当
時

を
上
回
る
水
準
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
中
東

地
域
で
紛
争
が
発
生
し
た
場
合
の
石
油
・
ガ
ス
の
生

産
・
輸
出
停
止
や
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
の
閉
鎖
な
ど
の
地

政
学
リ
ス
ク
に
つ
い
て
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

電
力
コ
ス
ト
の
上
昇

東
日
本
大
震
災
後
、
国
内
の
原
子
力
発
電
所
が
す

べ
て
停
止
し
た
こ
と
で
、
化
石
燃
料
の
消
費
量
は
大

幅
に
増
加
し
た
。
燃
料
の
焚
き
増
し
に
よ
る
コ
ス
ト

の
増
加
分
は
、
震
災
以
降
６
年
間
の
合
計
で
約
１５
・

５
兆
円（
国
民
１
人
あ
た
り
約
１２
万
円
の
負
担
増
加
）

に
上
る
と
の
試
算
も
あ
り
、
現
在
も
日
本
経
済
に
と

っ
て
大
き
な
負
担
が
続
い
て
い
る
。
震
災
以
降
、
原

油
価
格
の
低
下
な
ど
が
あ
っ
た
も
の
の
、
将
来
的
な

燃
料
価
格
の
上
昇
リ
ス
ク
や
電
気
料
金
の
安
定
性
確

保
な
ど
を
考
慮
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

他
方
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
固
定
価
格
買
取
制

度（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）の
導
入
に
よ
り
太
陽
光
発
電
な
ど
の
拡

大
が
急
速
に
進
ん
で
い
る
が
、
発
電
コ
ス
ト
は
諸
外

国
と
比
較
し
て
高
い
状
況
に
あ
る
。
電
気
の
ご
利
用

者
が
毎
月
の
電
気
料
金
に
上
乗
せ
す
る
か
た
ち
で
負

担
し
て
い
る
賦
課
金
に
つ
い
て
も
、
標
準
的
な
世
帯

で
、
制
度
導
入
当
初（
２
０
１
２
年
）に
年
間
６
８
４

円
だ
っ
た
も
の
が
、
２
０
１
７
年
度
は
同
８
２
３
２

円
と
５
年
間
で
約
１２
倍
に
急
増
し
て
お
り
、
年
々
負

担
が
増
加
し
て
い
る
〔
図
表
１
参
照
〕。

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減

こ
れ
ま
で
日
本
は
、
原
子
力
発
電
の
活
用
と
火
力

発
電
の
高
効
率
化
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入

拡
大
な
ど
に
よ
り
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
の
抑
制
に
努
め
て

き
た
が
、
東
日
本
大
震
災
以
降
、
火
力
発
電
量
の
増

加
に
よ
り
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
は
大
幅
に
増
加
。
現
在

は
、
一
部
の
原
子
力
発
電
所
が
再
稼
働
し
た
こ
と
な

ど
に
伴
い
減
少
に
転
じ
て
き
て
い
る
も
の
の
、
２
０

３
０
年
度
の
目
標
水
準
で
あ
る
９
・
３
億
ｔ
に
対
し

て
、
２
０
１
６
年
度
は
１１
・
４
億
ｔ
と
い
ま
だ
高
い

水
準
が
継
続
し
て
い
る
。

電
気
事
業
に
お
け
る
Ｃ
Ｏ
２

の
排
出
削
減
に
つ
い

て
は
、
２
０
３
０
年
度
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
が

策
定
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
電
気
事
業
連
合
会
関

シ
リ
ー
ズ

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
現
状
と
課
題
７

今
後
の
電
気
事
業
に
つ
い
て

―
―

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
考
え
る
う
え
で
の
視
点

図表１ 再生可能エネルギーの設備容量と賦課金の推移

出所：資源エネルギー庁など各種資料より電事連作成

※関連する動画はこちら
のQRコードからアク
セスできます（エネル
ギー関連動画 fepc
channel）。

電
気
事
業
連
合
会
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※震災後（2013年度）の電力コストは、エネルギーミックス策定時には9.7兆円となっていたが、FIT買取費が見直されたことにより、9.8兆円となっている

原子力

再生可能
エネルギー

水力・石炭火力・原子力などによる
ベースロード電源の比率は 56%

地熱

風力

太陽光

水力

バイオマス

石炭

石油

2010年度（震災前） 2015年度 2030年度

LNG

火力

9.6％

28.6％

29.3％

25.0％

7.5％ 9.0％

31.6％

44.0％

26％

27％

20～22％

8.8～9.2％

3.7～4.6％
1.0～1.1％

7.0％ 1.7％22~
24％

3％

1.1％

14.3％

係
各
社
と
新
電
力
有
志
が
、
２
０
１
６
年
２
月
に
電

気
事
業
低
炭
素
社
会
協
議
会
を
設
立
し
、
Ｃ
Ｏ
２

削

減
目
標（
１
kWh
あ
た
り
０
・
３７
�
）の
実
現
に
向
け
て

原
子
力
発
電
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
、
火

力
発
電
の
高
効
率
化
な
ど
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い

る
。
一
方
、
政
府
は
２
０
１
６
年
１１
月
に
発
効
し
た

「
パ
リ
協
定
」
を
踏
ま
え
、「
温
室
効
果
ガ
ス
２
０
５

０
年
８０
％
削
減
」
を
目
指
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

今
後
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
さ
ら
に
削
減
し
て
い
く

た
め
に
は
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
徹
底
や
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
拡
大
で
は
十
分
で
な
く
、
原
子
力

発
電
の
活
用
が
欠
か
せ
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

安
全
確
保
を
大
前
提
と
し
た

原
子
力
発
電
の
活
用

原
子
力
発
電
に
つ
い
て
は
、
福
島
第
一
原
子
力
発

電
所
事
故
を
教
訓
に
、
世
界
で
最
も
厳
し
い
と
い
わ

れ
る
新
規
制
基
準
が
策
定
さ
れ
、
日
本
の
原
子
力
発

電
所
の
安
全
規
制
は
大
幅
に
強
化
さ
れ
た
。
全
国
の

電
力
会
社
は
こ
の
規
制
に
対
応
す
る
こ
と
は
も
と
よ

り
、
緊
急
時
に
お
け
る
対
応
能
力
の
向
上
な
ど
自
主

的
な
安
全
性
向
上
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
て
い

る
。
こ
れ
ま
で
に
２６
基
が
安
全
審
査
を
申
請
し
、
そ

の
う
ち
５
基
が
営
業
運
転
を
再

開
し
て
お
り（
２
０
１
８
年
３

月
現
在
）、
電
力
の
安
定
供
給

だ
け
で
な
く
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
抑

制
や
自
給
率
向
上
へ
の
貢
献
も

果
た
し
て
い
る
。

資
源
に
乏
し
い
わ
が
国
に
お

い
て
、
３
Ｅ
の
バ
ラ
ン
ス
に
優

れ
る
原
子
力
発
電
を
引
き
続
き

活
用
す
る
た
め
に
は
、
社
会
的

信
頼
の
回
復
に
向
け
た
一
層
の

取
り
組
み
が
重
要
と
認
識
し
て

お
り
、
さ
ら
な
る
安
全
性
の
向

上
や
防
災
対
策
の
充
実
、
バ
ッ

ク
エ
ン
ド
対
策
、
原
子
力
発
電

関
連
産
業
全
体
を
支
え
る
技

術
・
人
材
の
維
持
・
発
展
な
ど

に
つ
い
て
、
今
後
も
た
ゆ
ま
ぬ
努
力
を
続
け
て
い
く
。

ま
と
め

〜「
Ｓ
＋
３
Ｅ
」
の
実
現
に
向
け
て

わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
で
は
、
安
全
性
を
大

前
提
に
、
３
Ｅ
の
同
時
達
成
を
目
指
す
こ
と
が
基
本

的
視
点
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
た
め
に
は
、

特
定
の
資
源
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
頼
る
の
で
は
な
く
、

多
様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
特
性
を
組
み
合
わ
せ
て
い

く
こ
と
が
肝
要
と
な
る
〔
図
表
２
参
照
〕。

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
改
定
に
関
す
る
議
論
で
は
、

２
０
３
０
年
度
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
実
現
に
向

け
た
さ
ま
ざ
ま
な
論
点
や
具
体
策
を
中
心
に
検

討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ

ッ
ク
ス
を
実
現
す
れ
ば
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

は
２４
％
に
向
上（
現
状
８
％
）、
電
力
コ
ス
ト
は

２
〜
５
％
程
度
低
下
す
る
ほ
か
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出

量（
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
）は
２
０
１
３
年
度
比
で

２５
％
低
減
す
る
こ
と
に
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
指

標
が
相
当
程
度
改
善
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

〔
図
表
３
参
照
〕。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
は
、
Ｆ
Ｉ

Ｔ
制
度
の
も
と
、
着
実
に
導
入
が
拡
大
し
て
い

る
も
の
の
、
将
来
的
な
Ｆ
Ｉ
Ｔ
賦
課
金
の
水
準

や
既
存
の
送
配
電
設
備
の
有
効
活
用
な
ど
の
視

点
も
踏
ま
え
、「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
最

大
限
の
導
入
と
国
民
負
担
の
抑
制
の
両
立
」
を

図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
同
時
に
、

諸
外
国
と
比
べ
高
い
水
準
に
あ
る
導
入
コ
ス
ト

の
低
減
を
は
じ
め
と
す
る
早
期
の
自
立
化
が
カ

ギ
と
な
る
。

火
力
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
に
２
０
３
０
年

以
降
も
、
石
炭
や
ガ
ス
火
力
な
ど
を
相
当
程
度

活
用
し
て
い
る
姿
が
示
さ
れ
て
い
る
。
わ
が
国

に
お
い
て
も
、
火
力
は
電
力
供
給
に
お
け
る
中

心
的
な
役
割
に
加
え
、
天
候
等
に
よ
っ
て
変
動
す
る

太
陽
光
や
風
力
な
ど
の
出
力
を
調
整
し
、
電
力
の
安

定
供
給
を
維
持
す
る
た
め
、
高
効
率
化
を
進
め
な
が

ら
活
用
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
に
な
る
。

原
子
力
は
、「
Ｓ
＋
３
Ｅ
」
の
実
現
に
不
可
欠
な

電
源
と
し
て
、
安
全
確
保
を
大
前
提
に
再
稼
働
を
着

実
に
進
め
つ
つ
、
中
長
期
的
に
は
新
増
設
・
リ
プ
レ

ー
ス
を
含
め
た
検
討
が
必
要
と
な
る
。

今
後
、
お
の
お
の
の
電
源
が
特
性
を
活
か
し
て
電

力
供
給
を
果
た
し
て
い
く
た
め
に
は
、
取
り
巻
く
環

境
が
変
化
す
る
な
か
で
も
、
必
要
な
投
資
が
可
能
と

な
る
環
境
整
備
が
欠
か
せ
な
い
。
一
方
で
、「
温
室

効
果
ガ
ス
２
０
５
０
年
８０
％
削
減
」
に
は
、
こ
れ
ま

で
に
は
な
い
取
り
組
み
や
技
術
革
新
が
必
要
と
な
っ

て
く
る
。

長
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
考
え
る
う
え
で
は
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
ト
レ
ン
ド
や
変
化
を
見
極
め
る

と
と
も
に
、
技
術
開
発
の
進
展
度
合
い
や
将
来
の
不

確
実
性
な
ど
も
踏
ま
え
た
、
地
に
足
の
着
い
た
議
論

が
極
め
て
重
要
と
な
る
。
わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
が
真
に
国
民
の
利
益
に
か
な
う
も
の
と
な
る
よ
う
、

電
気
事
業
者
と
し
て
最
大
限
の
努
力
を
継
続
し
て
い

く
。

図表２ ２０３０年度のエネルギーミックス

※四捨五入の関係で、構成比の合計が１００％にならないことがある

出所：経済産業省資料、電気事業連合会資料を基に作成

図表３ ２０３０年度エネルギーミックスの進捗状況

出所：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会資料より電事連作成
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